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未利用資源の有効活用 

第５回ふくしま環境・リサイクル関連産業研究会 



未利用資源の有効利用 

１．東日本大震災における災害廃棄物処理の経過と実態 

 ・ 何故に「有効利用」だったのか？ 

 ・ どのように取り組んだか？ 

 

２．災害廃棄物の処理・利活用から未利用資源の有効利用へ 

 ・ 石炭灰利用に関する最近の動向 

 ・ セメント産業に関する最近の動向 

 

３．コンクリートにおける未利用資源の利用拡大に関する提言 

     （抜粋） 
 



東日本大震災における 

災害廃棄物処理の経過と実態 

 

何故に「有効利用」だったのか？ 



地 域 がれき量（万ｔ※1） 浸水面積※2 

青森県 8 万ｔ 2 km2                  

岩手県 550 万ｔ   49 km2      

宮城県 1429 万ｔ 326 km2 

福島県 229 万ｔ   67 km2   

茨城県 457 万ｔ ― ― 

計 2670 万ｔ    443 km2 ※3 

※1 3/31日経   ※2 3/23国土地理院データ   ※3 山手線63km2の約7倍 

発災当初の災害廃棄物の推計量 



公表年月日 
公表元 

2011.3.31 
日経 

2011.7.14 
環境省 

2012.6.30 
環境省 

2012.8.31 
環境省 

岩手県    ５５０    ４４９    ５２５    ５２５ 

宮城県 １,４２９ １,５７０ １,１５４ １,８７３ 

福島県    ２２９    ２２８    ２０１    ３６１ 

合  計 ２,２０８ ２,２４７ １,８８０ ２,７５９ 

単位：万ｔ 

発災からの災害廃棄物の推計量の推移 



関東大震災（1923）のがれき 山下公園へ 

大震災での対応例 ＜関東大震災＞ 

◆後藤新平が帝都復興院・総裁として陣頭指揮 

◆埋立て実施の判断は9月20日（海岸遊歩道の建設） 

◆発災（1923年9月1日）時には首相は丌在だった 

◆復興事業は1923（大正12）年～1930（昭和5）年 



阪神淡路大震災（1995）のがれき 大阪フェニックス計画へ 

大震災での対応例 ＜阪神大震災＞ 

◆阪神・淡路復興対策本部が設置（首相主導） 

◆震災がれきの発生量は1450万t 

◆大阪フェニックス計画（1987年～）で262万tを埋立て 

◆がれき処理に伴うアスベスト問題 （今も継続中） 

◆1997年にCOP3（京都議定書），2001年に環境省設置 



循環ビジネス拠点の形成 

動脈産業と静脈産業をネットワーク化 

 

東北地方を資源性廃棄物を徹底利用すること

で，最先端の循環ビジネス拠点として再生 

森下 哲 氏 「環境省の災害廃棄物処理方針について」 
（環境省大臣官房 廃棄物・リサイクル対策部リサイクル推進室） 

廃棄物資源循環学会・東日本大震災の災害廃棄物に関する現地セミナー 
pptより （2011.06.22 ） 

環境省・災害廃棄物処理方針 （5月18日） 



内閣官房「東日本大震災復興構想会議」webより 

がれきの活用  →  防潮林の整備に 

【類型４】 海岸平野部 

復興構想会議の提言 （2011年6月） 



インフラ整備 

コンクリート塊 → 粗骨材，砕石，中詰め材 

焼却灰        → スラグ，細骨材，地盤改良 

土砂・ヘドロ → 盛土材 

瓦              → 盛土材・砕石 

木材            → ボード（合板），チップ 

石膏ボード      → 舗装材，地盤改良 

鉄スクラップ    → 鉄筋 

既存の土木技術
には，がれきの
有効利用につな
がる技術が沢山
ある！ 

がれき処理 

建設業界の動向 

東日本大震災の震災がれきを有効利用することの
可能性は十分にあった 



東日本大震災における 

災害廃棄物処理の経過と実態 

 

どのように取り組んだか？ 



震災がれきの推計量 



岩手県における震災がれき処分 

一関 

Ichinoseki 

三菱マテリアル，一関工場 

Mitsubishi Material, Ichinoseki 



宮城県における震災がれき処分 



1次仮置き場 2次仮置き場 （中間処理） リサイクル・最終処分 

建設資材，等 

ボード材，堆肥ほか 

建設資材，等 

スクラップほか 

サーマルリサイクル 
（発電・廃熱利用） 

造粒骨材 

焼却灰 

スクラップほか 

処理困難物 

建設資材 

盛土資材 

残    渣 

木くず 

金属・廃プラスティックほか 

可燃 

土砂 混合 
ごみ 

不燃 

コンクリートくず 

金属くず 

木くず 

可燃混合物 

不燃混合物 

アスファルトくず 

破    砕 

破    砕 

洗    浄 

洗 浄 ・ 脱 塩 

 

多段階選別 

粗  選  別 

テント内乾燥 

回 転 選 別 

磁 力 選 別 

風 力 選 別 

手  選  別 

 

津波堆積物 

破    砕 

 
焼却 

 
（木質バイオマス） 
（木質専焼炉） 
（可燃混合路） 

 
土 壌 洗 浄 

 

造 粒 固 化 

津波堆積物 



学協会等における対応事例 

廃棄物資源循環学会 

災害廃棄物分別・処理実務マニュアル 

 実証的な調査研究の実施により学術的・体系的な知

見として取り纏めることを目的に、「災害廃棄物対策・

復興タスクチーム」が2011年3月18日に発足。 

 本チームの成果のひとつは「災害廃棄物分別・処理

マニュアル」の作成である。このマニュアルの第1版は

発災後の2011年4月4日に発刊。国や地方政府レベル

の災害廃棄物対策指針に加えて，現場応用の場面で

使用することができ，より実用的なマニュアルとなって

いる。また，諸外国へ発信するために本マニュアルは，

英訳されている。 

 ホームページにおいては，将来に向けて詳細な調査

研究の実施により，学術的・体系的な知見として取りま

とめるため，アーカイブとして活動記録を残している。 



学協会等における対応事例 

土木学会 

土木学会コンクリートライブラリー No.142 
 

災害廃棄物の処分と有効利用 
－東日本大震災の記録と教訓－ 

2011年5月～2013年3月 

東日本大震災特別委員会 

復興施工技術特定テーマ委員会 
 ・ がれき処理・再利用 （主に土砂材料） 
 ・ 土壌・地下水浄化 
 

2013年4月～2015年3月 

震災がれきの処分と有効利用に関する
調査研究小委員会 （重点研究課題） 
 ・ 災害廃棄物と処理の実態 

 ・ 災害廃棄物の有効利用技術 

 ・ 有効利用を推進するための諸課題 



学協会等における対応事例 

2011年3 月～2013年3月 

東日本大震災に関する特別委員会 
 ①材料生産・施工、②構造設計、③エネルギー関連施設 

 

2013年4月～2014年3月 

未利用資源の有効利用に関するFS委員会 
 未利用資源の実態把握と有効利用のための課題整理 

 

2014年4月～2016年3月 

コンクリートにおける未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 
 未利用資源の利活用推進のための課題と対策に関する提言 

日本コンクリート工学会 



学協会等における対応事例 

地盤工学会 

東日本大震災対応調査研究委員会 地盤環境研究委員会 
 ・津波堆積物等について2シリーズの一斉試験を実施 

 ・「岩手県復興資材活用マニュアル（2012年6月策定，2013年2月改訂）」を監修 

 ・災害廃棄物焼却主灰を原料とする再生資材の地盤材料利用を対象とした物性
評価スキーム第一版（概要版） 

 ・放射性セシウム含有土壌の土壌洗浄法の適用性評価試験方法（案） 

 

災害からの復興における災害廃棄物，建設副産物及び産業副産物
の有効利用のあり方に関する提言検討委員会 
 ・岩手県，宮城県，福島県，復興庁，農林水産省，国土交通省，環境省からの助
言，情報提供，調査協力ならびに委員会へのオブザーバ出席による連携 



学協会等における対応事例 

震災がれきと産業副産物のアロケーション最適化コンソーシアム 
（略称：がれき処理コンソーシアム） 

産業界や大学の技術シーズを活用しつつ、被災地のニーズに応える技術開発を行う
産学連携活動の基盤を整備し、東北地方における資源循環の枠組みの構築とともに、
新産業や雇用の継続的創出を目指した産学連携組織 

組織の略称変更 
 

がれき処理コンソーシアム 
（2015年5月まで） 

 
 
 

資源循環コンソーシアム 
（2015年6月から） 



学協会等における対応事例 

震災がれきと産業副産物のアロケーション最適化コンソーシアム 
（略称：資源循環コンソーシアム） 

東北石炭灰有効利用セミナー 
第1回： 2015年5月15日、  第2回： 2016年5月18日 

 ◆石炭灰の利用に関する最近の動向 

 ◆福島県での石炭灰復興資材活用事例 

 ◆民間企業の技術紹介  ⇒  Ｊ-アッシュ、CfFA (Carbon-free Fly Ash)、 

                                             アッシュクリート、輝砂、FRC、など 

 

東北スラグ類有効活用セミナー 
第1回： 2016年1月27日、  第2回： 準備中 

 ◆スラグ類の利用に関する最近の動向 

 ◆民間企業の技術紹介  ⇒  NSスラッガーズの取組み、銅スラグ、 

                                             製鋼スラグ、など 



環境省 
災害廃棄物処理支援ネットワーク 

２０１５年 

 国が集約する知見・技術を有効に活用し、各地における災害対応力向上につなげるため、
その中心となる関係者による人的な支援ネットワークを構築。 

 主な構成メンバーは、有識者、地方自治体関係者、関係機関の技術者、関係業界団体等。 

 環境省が中心となって一般廃棄物処理業や産業廃棄物処理業に加え、幅広い関連業界も
含めた民間事業者団体のそれぞれの役割分担等について整理し、連携・協力体制を整備。 

 平時の機能として、災害廃棄物処理に係る最新の科学的・技術的知見や過去の経験を集
積・分析し、災害廃棄物対策の充実・強化を進める。さらに、地方自治体による事前の備え
（災害廃棄物処理計画の策定や人材育成、防災訓練等）を支援する。  

 発災後には、災害情報及び被害情報の収集・分析を行い、自治体等による適正かつ円
滑・迅速な災害廃棄物の処理を実施するための支援を行う。  

 環境省は、D.Waste-Netの機能を維持するため、国立環境研究所や廃棄物資源循環学会
等と連携し、必要な人材確保・人材育成を行う。  

22 



環境省 
災害廃棄物処理支援ネットワーク 

非常時の体制 

23 



環境省 
災害廃棄物処理支援ネットワーク 

平常時の体制 

24 



経産省関係における対応事例 

2014年1月～2014年6月 

福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想研究会  
座長： 赤羽 一嘉  （経済産業副大臣，原子力災害現地対策本部 本部長） 
 

 

2014年11月～ 

スマートエコパークに関する検討会 
座長： 中村 崇 （東北大学） 
 

 

2015年8月～ 

ふくしま環境・リサイクル関連産業研究会 
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【１兆円の大実験】 岩手県，宮城県  → ２０１４年３月で処理完了 

      福島県 → 継続中 （放射能の影響，等） 

利用を待つ資材化がれき （宮城県石巻市） 

（2014年3月11日） 

東日本： ２,０００万トンのがれき処理 → ３年の時間と１兆円の費用 

南海トラフ： 最大２億トン（１０倍）のがれきを予想 （中央防災会議） 

 → １０倍の規模で処理すれば   ・・・  １０兆円が必要 

 → 同じ規模（３０００億/年）で処理すれば ・・・  ３０年が必要 

東日本大震災の教訓  ＜ 備え と 強靭化 ＞ 

技術ノウハウの 
蓄積と伝承 



規模？ 数量？ 
内容物？ 

実行可能なスキームは？ 

日本にしかできない 

国際貢献 

現地へ提言 

フィリピンの災害廃棄物を処理 

トン単価？  ｍ３単価？ 

どうやって離島に 
重機を運ぶ？ 

フィリピンが望む 
クオリティは？ 

東日本大震災の教訓  ＜ 国際貢献 ＞ 

27 



これら各産業のシナジー効果をどう発揮できるか？ 

東日本大震災の教訓  ＜ シナジー最大化 ＞ 

28 

骨材供給  砕石産業，砂利産業 

未利用資源  鉄鋼，非鉄，電力 （石炭灰） 

コンクリート  生コンクリート，プレキャスト製品 

復旧工事  大手ゼネコン，地元ゼネコン 

がれき処理  ゼネコン，セメント産業 



東日本大震災の教訓  ＜ シナジー最大化 ＞ 

29 

品質 （JIS）  経済産業省 

環境安全性  環境省 

利用 （復興） 国土交通省，経済産業省， 
   地方自治体 （土木） 

リサイクル認定 地方自治体 （環境） 

がれき処理  地方自治体 （環境，廃棄物処理） 

行政サイドのシナジー効果をどう発揮してもらうか？ 



諸々の対応事例の動向から 

東日本大震災 

未利用資源の有効利用 

災害廃棄物の利活用 技術ノウハウ 

技術ノウハウ 

平時の備え、非常時対応 
国土強靭化、国際貢献 
資源循環型社会の構築 

 
 

未利用資源の 
利活用推進 

資源枯渇、温暖化 
CO2削減 ・・・ 30 



災害廃棄物の処理・利活用から 

未利用資源の有効利用へ 

 

石炭灰に関する最近の動向 



石炭灰の発生プロセス 

日本フライアッシュ協会資料より （2014.11.14，がれき処理コンソ全体会議） 
石炭 

微粉炭 

発 電 



石炭灰の発生量と利用の状況 

電気事業連合会資料より （2014.10.30，JCI未利用資源委員会） 



石炭灰の処理内訳（2012年度） 

出典：電気事業連合会集計（電力10社、電源開発、共同火力計） 

主な再資源化用途 

再
資
源
化 

セメント分野 セメント原料 

土木分野 路盤材、炭鉱充填材 

建築分野 建材ボード 

農水分野 肥料、土壌改良剤 

公有水面 
への埋立 

埋立材 

セメント分野

569（63%）

土木分野

134（15%）

建築分野

14（1%）

農水分野

7（1%）

公有水面

埋立

158（17%）

最終処分

23（3%）

2012年度

石炭灰発生量

905万t

（うち有効利用量882万t）



石炭灰の用途別利用量とセメント生産量 

電気事業連合会資料より （2014.10.30，JCI未利用資源委員会） 



JISフライアッシュの販売量の推移 

電気事業連合会資料より （2014.10.30，JCI未利用資源委員会） 



供給可能なJISフライアッシュ（等級別） 

No. 事業者 発電所 
認可 
発電力 
（万kw） 

Ⅰ 
種 

Ⅱ 
種 

Ⅲ 
種 

Ⅳ 
種 

1 東北電力 能代 １２０ × ○ × ○ 

2 東北電力 原町 ２００ × × × ○ 

3 酒田共同 酒田共同   ７０ × ○ × ○ 

4 相馬共同 新地 ２００ × × × × 

5 常磐共同 勿来 １４５ × ○ × × 

6 東京電力 広野   ６０ × × × × 



東北地方における石炭火力の建設計画 

石炭火力:東日本，５社が計画 首都圏向け電力  （毎日新聞 2015年4月11日） 

２０１６年度の電力小売り全面自由化後を見据

え、大型石炭火力発電所の建設計画が相次い

でいる。 

なかでも首都圏市場への参入を目指す電力大

手の動きが目立っており、関西電力、中国電力、

九州電力の３社が異業種と連携して石炭火力

の新設を計画。 

東京電力と包括提携相手の中部電力が迎え撃

つ構図となっている。 

ただし、地球温暖化対策の国際的な議論が進

むなか、二酸化炭素（ＣＯ２）排出量の多い石炭

火力を計画通り建設できるかどうかは不透明だ。 

695万kw → 必要な石炭：約1600万t → 石炭灰：10%で約160万ｔ 



東日本大震災を受けて 

 ＪＩＳフライアッシュは 
自由に生産できるものではない 

日本フライアッシュ協会資料より （2014.11.14，がれき処理コンソ全体会議） 

・原子力発電所の再開の目処は立っていない 

・電力の安定供給は必至である 

・各火力発電所（石炭・油・ガス）がフル稼働 

・石炭火力発電所でも効率的かつ安定運転が最優先 

・運転では，燃焼効率・設備保全・経済性が優先される 

  ため，必ずしもＪＩＳフライアッシュに適合しうる石炭燃焼 

  とはならない 



2013年度の石炭灰の発生量は年間880万t。これは1990年度(350万t)の2.5倍に相当。
また、近年の再資源化率は95%程度で推移。 

電力各社の石炭火力の開発計画（ベースロード電源の火力入札）が順調に進捗した
場合、2020年度以降の石炭灰発生量は大幅に増加する可能性。 

〔石炭灰の発生量と再資源化率の推移〕 
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大幅に増加? 

出典：電気事業連合会集計（電力10社、電源開発） 

石炭灰の発生状況と今後の見込み 



石炭灰の利用推進のために 

今後大幅に増加する石炭灰の利用方法の確立が急務 

・増加する石炭灰のほとんどが非ＪＩＳ灰 

・フライアッシュについては環境安全性の確保が必要 

・性状に大きなバラツキがある 

・原則アルカリを呈するが，中には酸性を呈するものもある 

・貯蔵設備などが必要 

日本フライアッシュ協会資料より （2014.11.14，がれき処理コンソ全体会議） 



石炭灰の利用推進のために 

石炭灰の利用・普及は，わが国の安定的なエネルギー供給や

資源循環を下支えする上で，極めて重要かつ急務な課題 

石炭火力発電施設が集積し，復興事業が本格化しつつある

東北地方では，他の地方よりも，なお一層の石炭灰の利用・

普及を推進する必要が高く，しかも好機 

石炭灰の利用・普及の推進には，排出者の積極的な取組み

のみならず，利用者の立場にある発注者，設計者，施工者お

よび学識の各位の理解と支援は丌可欠 



石炭灰の利用推進のために 

JIS_4種，JIS規格外品等の利用を技術開発で克服する 

JIS品相当の品質を得るために石炭灰を一工夫する 

電力供給量を制限して排出量自体を抑制する 

新たな高効率石炭火力発電所を新設する 

今まで通りの電力利用で，処理を次世代に託す 

どれにしましょうか？ 



災害廃棄物の処理・利活用から 

未利用資源の有効利用へ 

 

セメント産業に関する最近の動向 



セメント産業の副産物受入れ状況 

セメント協会webより 45 



セメント産業の副産物受入れ状況 
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(単位：千t)

主な用途
 1990
年度

1997
年度

 2000
年度

 2008
年度

 2009
年度

 2010
年度

 2011
年度

 2012
年度

高炉スラグ 原料､混合材 12,228 12,684 12,162 8,734 7,647 7,408 8,082 8,485

石炭灰 原料､混合材 2,021 3,517 5,145 7,149 6,789 6,631 6,703 6,870

汚泥､スラッジ 原料 312 1,189 1,906 3,038 2,621 2,627 2,673 2,987

副産石こう 原料(添加材) 2,300 2,524 2,643 2,461 2,090 2,037 2,158 2,286

建設発生土 原料 － － － 2,779 2,194 1,934 1,946 2,011

燃えがら(石炭灰 除く)､
いじん､ダスト

原料､熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 478 543 734 1,225 1,124 1,307 1,394 1,505

非鉄鉱滓等 原料 1,233 1,671 1,500 863 817 682 675 724

木くず 原料､熱ｴﾈﾙｷﾞｰ － － 2 405 505 574 586 633

鋳物砂 原料 169 542 477 559 429 517 526 492

製鋼スラグ 原料 779 1,207 795 480 348 400 446 432

廃プラスチック 熱ｴﾈﾙｷﾞｰ － 21 102 427 440 418 438 410

廃油 熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 141 117 120 220 192 275 264 273

廃白土 原料､熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 41 76 106 225 204 238 246 253

再生油 熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 0 159 239 188 204 195 192 189

廃タイヤ 原料､熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 101 258 323 128 103 89 73 71

肉骨粉 原料､熱ｴﾈﾙｷﾞｰ － － 0 59 65 68 64 65

ボタ 原料､熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 1,600 1,772 675 0 0 0 0 0

そ 他 － 361 319 431 527 518 595 606 835

合計 － 21,763 26,600 27,359 29,467 26,291 25,995 27,073 28,523

セメント生産高(千t) 93,104 92,558 82,373 65,747 58,231 55,902 57,426 59,310

セメント１ｔ当たり 使用量 (kg/t) 234 287 332 448 451 465 471 481

注）建設発生土 2000年度まで 「そ 他」に含まれている。

種  類

表－２４　セメント業界における廃棄物・副産物使用量推移

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ リサイクルの事例 

図－１６にセメント産業でエネルギー代替廃棄物等を使用した時のＣＯ２排出量低減

のイメージを示す。セメント工場では可燃性廃棄物をエネルギー代替として活用し、発

生する熱をセメント製 用のエネルギーとして利用している。また、放出される熱は効

率よく回収され、発電や原料乾燥などに再利用されて、投入した熱エネルギーの８０％

が有効利用されている（図－５参照）。よって、エネルギーの有効利用の観点から廃棄

物等の単純焼却と比較すると、セメント工場で廃棄物を利用することにより、単純焼却

される量が減るため、社会全体でみれば焼却に伴い発生するＣＯ２排出量を減らすこと

ができることとなる。 

なお、近年では熱の有効利用を進める焼却設備が増えているものの、現状ではセメン

ト工場の方が効果的である。加えて、セメント工場で活用された廃棄物等の残渣は焼成

図－１５ 生産量と廃棄物等活用量の推移 

セメント生産量と廃棄物等活用量の推移 セメント協会webより 46 



セメント製造からみた副産物受入れの限界 

セメント協会webより 

 

アルミ成分が限界 
47 



未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 48 

ごみ焼却灰・ばいじんのセメントリサイクル技術 
  都市ごみ焼却灰には金属くず、ばいじんには塩分が多く含ま 

    れ、そのままではセメント原料にリサイクルするのは困難 

                                                   

        セメント工場と周辺自治体が一体になって資源の有効活用 

   に向けて技術開発 

 

     ・金属くず・・  磁選、ふるいで除去 →  リサイクル 

     ・ばいじん・・ スラリー溶解して塩分分離 →  セメント原料 

                 

                  

        一般廃棄物最終処分場の縮小、延命 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 49 

ごみ焼却場 

焼却灰 

ばいじん 

磁選 

ふるい 

ふるい下焼却灰 

脱水ケーキ 

塩分除去 

金属リサイクル 

セメント原料化 

ﾌｨﾙﾀｰﾌﾟﾚｽ 

赤穂再資源化センター 

こんなに努力して
るのに ・・・ 
 

価格も、給料も、
業界の社会的地
位も ・・・ 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の有効利用に関する課題 

日本コンクリート工学会 

 

コンクリートにおける未利用資源の利用拡大に関する 

特別委員会の活動を通じて 



未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

委員会の設置主旨 

51 

東日本大震災で発生した災害廃棄物（がれき）の処分と利活用
で培った技術やノウハウ 

◆ 発生が予想されている今後の大規模自然災害での適用 
◆ 平時の未利用資源の利活用技術への展開 

2013年4月～2014年3月 

未利用資源の有効利用に関するFS委員会 

2014年4月～2016年3月 

コンクリートにおける未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 52 

未利用資源の利活用までの流れ 
 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

未利用資源の利活用推進に関する共通の課題 
 

53 

(1) 競合材料との価格差 
加工プロセスにおける新たな設備投資や技術、運賃コスト、など 

(2) 品質 
副産物であるが故の品質変動は不可避 

(3) 供給量 
製造品需要の季節変動等に連動して副産物も増減→需要量に合わせた供給
量の変動 

(4) セメント原料としての受け入れ限界 
トン当たりの廃棄物・副産物の使用量も近年頭打ち傾向にあり，増量に向け
て更なる技術開発が必要 

(5) 利活用を進めるドライビングフォース（推進力） 
安定供給をクリアした中でNETIS登録，認定制度，標準化といった制度，仕組
みに依存せざるを得ない現状 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

未利用資源の利活用推進に関する共通の課題 
 

54 

未利用資源を利活用して、最終処分量を減じ、資源循環型社会
を形成することが良いことであることは、異口同音 

 

 
予め、十分に検討されているだろうけれども ・・・ 
 
利用実績がない （使ったことがない） から使い難い 
品質面で不安がある 
値段が安くない （安くて使いやすいものがある） 
環境に及ぼす影響が不安 

も、異口同音 ・・・ 

http://www.jci-net.or.jp/


コンクリートにおける 

未利用資源の利用拡大に関する提言 

（抜粋） 

日本コンクリート工学協会 

 
2016年7月19日 記者発表 



未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

提言内容について 

56 

   Ａ 未利用資源を取り巻く現状について 

 

   Ｂ 未利用資源の利活用推進の個別課題を
 克服するための考え方について 

 

   Ｃ 未利用資源の利活用推進について 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

提言Ｂ  未利用資源の利活用推進の個別課題を 
克服するための考え方について 

57 

（１）未利用資源の利活用にあたっては，資材，材料としての

高い品質を要求せず，その材料を使用した製品あるいは構

造物としての出来形（利用有姿）の性能を想定した上で材料

の品質を評価するような考え方を導入すべきである。 

（未利用資源の品質の評価方法） 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

資材化された災害廃棄物の品質に関する考え方 

58 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

提言Ｃ  未利用資源の利活用推進について 

59 

（１）未利用資源の利活用においては，コンクリート材料だけ

でなく，地盤材料としての利用など，分野横断的に包括的な

利活用を推進することが，資源循環社会の構築において極

めて重要である。 

（未利用資源の包括的な利活用推進） 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

包括的な石炭灰の利活用推進の提案 

60 

生コン，プレキャスト製品 
混合セメント用混和材，等 

地盤材料，防潮堤・ダム構築材料 等 

※１：再燃焼やスラリー化による 
      未燃カーボン除去技術 

※２：CSG，RCD等の応用技術 

※３：セメント固化による人工骨 
      材，人工土砂材など 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

提言Ｃ  未利用資源の利活用推進について 

61 

（２）資源循環型社会の重要性をしっかりと認識し，異なる立

場の事情を相互に理解し，大きな合意形成を通じて，広い視

野に立脚した資源循環の考え方を導入すべきである。また，

この取組みが，広く一般の人々に正しく理解されることが極め

て重要である。 

（広い視野に立脚した資源循環の考え方の導入） 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 

建設における原料から廃棄までのステージフロー 

62 

http://www.jci-net.or.jp/


未利用資源の利用拡大に関する特別委員会 報告会 2016年8月4日 63 

がれき処理・利活用  →  リサイクルに関する新たな局面 
産業副産物問題   →  地域が抱える平時の問題 
 

「民度 （Cultural Standard）」 → Mottainai の思想 

特定の地域に住む人々の知的，教育的，文化的な水準 

「コミュニティ・ガバナンス （Community Governance）」  

地域における問題解決能力の構成要素 
 
様々な立場の人々が，課題解決のために共働し，副産物を積極
的に利用することの社会的意義をしっかりと理解すべき！ 

ま と め 

http://www.jci-net.or.jp/


ご静聴ありがとうございました 


